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１

７

年 
４

月 

第１回合併協議会 
合併協議会の規約 
正副会長の選任 
事業計画書及び予算書の承認 
合併協議事項の承認 
商工会の名称 
合併の方式・合併の期日 

 
 
 
５

月 

第２回合併協議会 
協議会スケジュール 
意見集約・啓発の方法 
公告の方法・会員の資格 
総会・総代会・役員 
各種部会・各種委員会 

 
 
６

月 

第３回合併協議会 
青年部・女性部の取扱 
各種共済事業 
加入金・会費・手数料 
財産の取扱 
定款・規約・規程の整備 

 
 
７

月 

第４回合併協議会 
事務処理の統一化 
商工会の事業 
地域振興事業、固有の事業 
受託事業、事務代行 
県・市補助金 
支出の精査 手数料について 

８

月 

第５回合併協議会 
新商工会の場所、本支所体制 
事務局体制 規程整備・手数料 

９

月 

第６回合併協議会 
新商工会の事業計画 
新商工会の財政計画 
設立委員会・合併基本協定 
その他継続審議事項について 

10 
月 

第７回合併協議会 
基本協定締結式について 
合併総会に係わる事項につい

て 
合併契約締結式について 
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九
月
二
十
六
日
、
大
瀬
戸
町
商
工
会
館
で
第
六
回
西

海
市
商
工
会
合
併
協
議
会
を
開
催
し
、
今
回
は
、
継
続

審
議
と
な
っ
て
い
た
事
案
を
含
め
協
議
さ
れ
可
決
承
認

さ
れ
ま
し
た
。
協
議
事
項
概
要
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。 

①
新
商
工
会
の
本
所
の
位
置
に
つ
い
て 

前
回
の
協
議
及
び
九
月
十
二
日
開
催
の
会
長
会
議
で

の
、
こ
の
件
に
関
し
て
の
協
議
を
踏
ま
え
検
討
。
最
終 

第６号 

合併協議会進捗状況 

済 

済 

的
に
投
票
に
よ
り
決
す
る
こ
と
と 

な
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
西 

海
町
商
工
会
館
内
に
本
所
を 

設
置
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し 

た
。
現
在
の
商
工
会
館
を 

改
造
し
、
二
階
が
本
所
と 

な
り
ま
す
。 

②
新
商
工
会
の
事 

業
計
画
に
つ
い
て 
 

新
商
工
会
は
合
併
効
果
を 

十
分
に
生
か
し
た
事
業
を
行
い
、 

西
海
市
に
お
け
る
地
域
経
済
団
体
と
し
て
の
地
位

の
向
上
を
目
指
し
ま
す
。 

 

新
組
織
体
制
発
足
に
伴
い
、
会
員
・
役
員
相
互
の

融
和
と
連
携
を
図
る
こ
と
に
よ
り
組
織
の
強
化
を

図
り
ま
す
。 

  

本
所
・
支
所
の
事
務
局
体
制
を
確
立
し
、
商
工
会

の
事
務
を
集
約
す
る
事
に
よ
り
経
費
の
節
減
や
財

政
の
健
全
化
を
図
る
と
共
に
、
経
営
改
善
普
及
事
業

の
専
門
的
・
効
果
的
な
実
施
や
、
支
所
に
よ
る
会
員

へ
の
巡
回
指
導
の
徹
底
に
よ
り
会
員
サ
ー
ビ
ス
の

充
実
を
目
指
し
ま
す
。 

 

第
六
回
西
海
市
商
工
会
合
併
協
議
会
開
催 

済 

一 部 
再提案 

済 

一 部 
再提案 

済 

過去の合併協議会ニュースは以下のアドレスから 
http://www.shokokai-nagasaki.or.jp/ 

 

済 

西海市商工会本所は 

西  海  町 
商工会館に決定！ 

行
政
・
他
団
体
と
連
携
し
、
広
域
的
視
点
に
た
っ
た

地
域
振
興
計
画
の
提
案
や
、
各
種
商
工
業
振
興
事
業

を
積
極
的
に
推
進
し
ま
す
。 

以
上
を
基
本
と
し
て
組
織
の
強
化
、
財
政
基
盤
の

確
立
、
事
務
局
体
制
の
確
立
、
経
営
改
善
普
及
事
業

の
専
門
的
・
効
果
的
な
実
施
、
地
域
総
合
振
興
事
業

広
域
的
・
効
果
的
な
実
施
。
な
ど
の
事
業
計
画
が
承

認
さ
れ
ま
し
た
。 

③
新
商
工
会
の
財
政
計
画
に
つ
い
て 

 

新
商
工
会
で
の
事
業
計
画
に
も
と
づ
い
た
事
業

を
実
施
し
て
い
く
た
め
に
は
、
財
政
基
盤
の
強
化
に

よ
る
健
全
な
財
政
運
営
を
目
的
に
、
新
市
補
助
金
並

び
に
自
主
財
源
の
確
保
に
努
力
す
る
と
と
も
に
、
管

理
費
を
削
減
す
る
こ
と
が
財
政
的
に
重
要
で
す
。 

ま
た
、
限
ら
れ
た
財
源
の
な
か
で
効
果
的
に
事
業

を
実
施
す
る
た
め
、
緊
急
性
、
計
画
性
、
重
要
性
を

考
慮
、
事
業
展
開
し
て
ま
い
り
ま
す
。 

こ
の
よ
う
な
こ
と
に
も
と
づ
い
て
策
定
さ
れ
た

合
併
後
五
年
間
の
財
政
計
画
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

④
西
海
市
商
工
会
設
立
委
員
会
規
程
に
つ

い
て こ

の
委
員
会
は
、
合
併
を
決
議
し
た
五
町
商
工
会

が
そ
の
合
併
契
約
に
基
づ
く
新
商
工
会
の
設
立
に

関
す
る
一
切
の
事
項
に
つ
い
て
（
次
ペ
ー
ジ
へ
） 

一 部 
再提案 
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（
前
ペ
ー
ジ
よ
り
）
協
議
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
設

置
す
る
こ
と
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。 

設
立
委
員
は
五
商
工
会
の
中
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
三
人

が
各
商
工
会
の
（
臨
時
）
総
会
で
選
任
さ
れ
ま
す
。 

設
立
委
員
は
共
同
し
て
新
商
工
会
の
定
款
・
規

約
・
諸
規
程
の
作
成
、
役
員
の
選
任
、
事
業
計
画
の

作
成
、
合
併
認
可
申
請
の
手
続
き
、
そ
の
他
設
立
に

必
要
な
事
項
な
ど
、
商
工
会
合
併
に
必
要
な
行
為
を

行
い
ま
す
。 

⑤
合
併
基
本
協
定
に
つ
い
て 

合
併
協
議
に
お
い
て
基
本
合
意
に
つ
い
て
作
成
、

取
り
交
わ
す
「
西
海
市
地
区
商
工
会
合
併
に
関
す
る

基
本
協
定
書
（
案
）
」
に
つ
い
て
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

基
本
協
定
の
締
結
は
、
次
回
協
議
会
を
予
定
し
て
い

る
十
月
十
七
日
の
協
議
会
終
了
後
に
行
う
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。 

主
な
内
容
は
、
①
新
設
合
併
と
す
る
。
②
合
併
の

時
期
は
平
成
十
八
年
四
月
一
日
と
す
る
。
③
名
称
は

西
海
市
商
工
会
と
す
る
。
④
本
所
・
支
所
体
制
と
し

本
所
は
西
海
町
商
工
会
と
す
る
。
⑤
総
代
会
を
設
置

し
、
総
代
数
は
、
西
彼
町
二
十
四
、
西
海
町
二
十
五
、

大
島
町
二
十
三
、
崎
戸
町
十
四
、
大
瀬
戸
町
二
十
四

の
合
計
百
十
と
す
る
。
⑥
役
員
は
会
長
一
、
副
会
長

二
、
理
事
二
十 

六
、
監
事
二
と 

す
る
、
な
ど
。 

⑥
手
数
料 

に
つ
い
て 

継
続
協
議
と 

な
っ
て
い
た 

記
帳
関
係
手 

数
料
並
び
に 

労
働
保
険
関 

係
手
数
料
に 

つ
い
て
承
認 

さ
れ
ま
し
た
。 

区分 金    額（消費税及び地方消費税を含む）単位：円 備  考 

前年仕訳数 月額 年額 

600以下 3,000 36,000 

1,200以下 3,500 42,000 

1,800以下 4,000 48,000 

2,400以下 4,500 54,000 

3,600以下 5,000 60,000 

4,800以下 6,000 72,000 

①記帳代行 

  記帳機械化 

 

 

 

4,801以上 7,000 84,000 

②記帳継続指導 一律 500 6,000 

前年決算の 

特典前所得 

記帳機械

化 年額 

記帳継続 

年額 

申告書のみ 

年額 

200万円未満 5,000 10,000 

300万円未満 7,000 14,000 

500万円未満 10,000 20,000 

③決算申告指導 

500万円以上 15,000 30,000 

 

 

5,000 

 

④消費税申告指導 7,000／年額 

 

基本料(年額)2人まで   3人以上1人につき／年額 ⑤源泉事務指導 

1,000 500 

給与支払報告書

作成枚数による 

(1) 

 

記 

 

 

 

 

帳 

 

 

 

 

関 

 

 

 

 

係 

 
税相会員外（法人の源泉事務、役員・親族等の確定申告等、）については2割増とする。 

商工会員外については2倍とする。 

①②の合計／年額とする。ただし上限を2万4000円と

する。会員外は2倍（上限4万8000円)とする。 

①概算保険料基準 ②従業員数基準 

(雇用保険被保険者数) 

     5人以下       2,000 

    10人以下       3,000 

    15人以下       6,000 

(3)労働保険関係 

 

 

 

 

 

 

概算保険料の1.5％ 

（100円未満切捨） 

     16人以上      10,000 

 

※記帳・労働保険関係手数料の合併時特例措置 

合併時における激変緩和措置として本規約（別表)の適用については下表のとおり特例措置を設ける。 

平成18年度 合併前の商工会の手数料基準を適用する。 

平成19年度 合併前の各商工会基準と本規約に定める額を比較し手数料が上がる者は上昇額

の半分を加算し適用する。その他の者は合併前の商工会の手数料基準を適用する 

平成20年度以降 本規約に定める額を適用する。 

第７回 

西海市商工会合併協議会 

場所 大島町商工会 
日時 平成17年10月 

17日（月）14時～ 
提出議案（前頁スケジュール

表のとおり） 

こ
の
手
数
料
に
つ
い
て
は
、
会
員
の
皆
様
に
影
響

が
大
き
い
こ
と
か
ら
合
併
特
例
措
置
を
設
け
、
段
階

的
に
調
整
し
平
成
二
十
年
度
に
新
基
準
を
適
用
す
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
以
下
の
表
を
参
照
し
て
く
だ

さ
い
。 

⑦
地
域
活
性
化
委
員
会
の
設
置
に
つ
い
て 

新
商
工
会
の
旧
商
工
会
地
区
（
西
彼
町
、
西
海
町
、 

 
 

大
島
町
、
崎
戸
町
、
大
瀬
戸
町
）
の
各
々
の
地
区
に
、 
 

地
域
振
興
活
性
化
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
が
承
認

さ
れ
ま
し
た
。 

地
区
内
の
地
域
振
興
活
性
化
に
関
す
る
こ
と
を
審

議
し
ま
す
。
各
地
区
に
地
区
会
長
一
名
、
委
員
九
名
以

内
を
設
置
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

そ
の
他 

第
七
回
の
協
議
会
の
日
時
場
所
・
提
出
議
案
に
つ
い

て
は
以
下
の
よ
う
に
決
ま
り
ま
し
た
。 

手数料 
抜 粋 

 
記帳・労働
保険関係 



 


